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５ 企業規模別にみる収入と支出 

広がる企業規模間の格差 

勤労者世帯の１世帯当たり１か月平均の実収入と消費支出の金額の動きをみると，２０年前の昭和５９

年から実収入及び消費支出ともに増加傾向で推移したが，平成１０年以降減少傾向で推移したものの，

１６年は７年ぶりの増加となった。また，１世帯当たり１か月平均の賞与の推移をみると，昭和５９年から平

成４年まで増加した後，５年から７年までは減少した。その後平成９年まで増加したものの，１０年以降減

少が続いている（図５０）。 

これを世帯主の勤め先企業規模別に勤労者世帯平均を１００として，企業規模の相対的な動きをみる

と，実収入は昭和５９年から平成９年まで５００人以上と１～２９人の格差は縮小傾向にあったが，１０年以

降は５００人以上は上昇傾向，１～２９人は低下傾向にあり，格差は拡大傾向を示している。 

また，消費支出をみると，５００人以上は昭和５９年から平成６年までおおむね一定であったが，その

後９年まで低下したものの，１０年に上昇しその後ほぼ横ばいで推移した。１～２９人も平成９年まではお

おむね一定であったが，１０年に低下しその後ほぼ横ばいで推移し，５００人以上と１～２９人の格差は９

年以前に比べ１０年以降は拡大している（図５１）。 

 

図 ５０ 実収入，消費支出及び賞与の推移（全国・勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５１ 世帯主の勤め先企業規模別実収入及び消費支出の推移（全国・勤労者世帯） 

                  （勤労者世帯平均＝１００） 
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５００人以上の企業の賞与は８年ぶりの増加 

賞与について，世帯主の勤め先企業規模別に昭和５９年を１００とした指数でみると，平成３年まです

べての企業規模で増加傾向で推移した後，７年まで減少傾向で推移した。その後，すべての企業規模

で平成８年には増加に転じたものの，１～２９人及び５００人以上は９年から，３０～４９９人は１０年から減

少傾向となった。ただし，５００人以上についてみると，この減少幅は１～２９人及び３０～４９９人に比べ

小さく，平成１６年には８年ぶりの増加となった（図５２）。 

 

図 ５２ 世帯主の勤め先企業規模別賞与の推移（全国・勤労者世帯） 

 


